令和８年〇〇月〇〇日
令和8年度オーバーツーリズムの未然防止・抑制をはじめとする
観光地の面的受入環境整備促進事業事務局　御中
							
						補助対象事業者名	：		（印）
住      所		：
代表者氏名		：

消費税処理例外対応宣誓書

弊団体が、令和8年度オーバーツーリズムの未然防止・抑制をはじめとする観光地の面的受入環境整備促進事業　公募要領「Ⅵ その他重要事項（申請にあたっての注意事項等）11.補助対象経費における消費税の扱いについて」（以下「重要説明事項」という。）に規定する補助事業者であることを、下記の通り宣誓します。

記

補助事業者名	：●●●●
採択計画名	：●●●●
採択事業名	：●●●●
補助事業者の対象要件	： ※以下のうち、あてはまるもの1つに✓を入れてください
	☐
	①消費税法における納税義務者とならない補助事業者

	☐
	②免税事業者である補助事業者

	☐
	③簡易課税事業者である補助事業者

	☐
	④国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法別表第3に掲げる法人である補助対象者

	☐
	⑤国又は地方公共団体の一般会計に係る業務として事業を行う補助対象者

	☐
	⑥課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する補助事業者




※自身が「補助事業者の対象要件」のいずれに該当するかは、適宜関わりのある税理士等に相談し、補助事業者の判断で記載してください。
※必ず、資料に必要情報を記入後、押印（社版・団体印、代表者印による。担当者個人印は不可）の上提出してください。

